
学校と福祉機関の連携支援事業 2019年度予算額 10百万円

(新規)

背景 課題

発達障害をはじめ障害のある子供たちへの支援にあたっては、行政分野を超えた
切れ目ない連携が不可欠である。文部科学省と厚生労働省による、「家庭と教育
と福祉の連携『トライアングル』プロジェクト」の検討では、学校と放課後等デイサービ
ス事業所等（障害児通所支援事業所）との連携不足が課題として挙げられた。

○教職員や保護者の障害児通所支援事業所に関する理解不足
○保護者を含めた関係者間の情報共有や連絡方法が定まっていない

背景説明

各自治体において、関係部局の連携のもと、

学校と障害児通所支援事業所について、現状

を把握・分析した上で、広く波及可能な連携の

在り方を研究する。

目的・目標

事業内容

成果、事業を実施して、

期待される効果

障害のある子供に対する、一貫した支援の提供に資するため、学校と障害児通所支援事業所の効率的かつ効果
的な連携の在り方について調査研究を行い、他自治体に波及可能なマニュアル等を作成することで、全国的な教
育と福祉の連携の推進につなげる。

都道府県・市区町村 ４地域

○現状の把握と分析

学校と障害児通所支援事業所の連携について現状と課題を把握した上で、
連携に際して共有すべき事項やポイントについて、保護者との連携の観点も含
めて整理する。

○分析をもとに、他自治体で波及可能な学校と障害児通所支援事業所の
連携に際してのマニュアルを作成

・既存の会議等を活用した関係部局や関係機関が集まる場の設定

（センター的機能としての特別支援学校の位置づけ等）
・相互理解の促進
（教職員や保護者に対する障害児通所支援事業所の説明機会の確保等）
・年間を通じて関係者の間で交わすべき情報の整理
・下校時のトラブルや児童生徒の病気・事故時の対応の整理
・保護者の同意を含む、障害児通所支援事業所との連携や個人情報等に
配慮した、個別の教育支援計画の様式、項目等の検討・作成

○調査分析支援員の配置
情報共有・連携強化の手法の研究（本事業）
現状を把握、分析した上で、連携にあたって取り組むべき
事項について波及性のあるマニュアルを作成。
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※教育と福祉等の関係構築の
場の設置及び会議の開催や保
護者等に対する相談窓口など、
関係者の連絡調整役
（厚労省）
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